
 

１ 目 的 教育経営の充実を期し、今日的教育課題について研究を深める。 

２ 主 催 北海道小学校長会、北海道中学校長会、石狩管内小中学校長会 

３ 日 時 令和５年10月３日（火） 

４ 会 場 石狩教育研修センター 

５ 参加者 石狩管内小中学校長会員他（２５名） 

６ 日 程 15時00分～15時15分  開会式 

15時15分～15時30分 全国・全道情勢報告 

15時30分～15時50分 道小・道中からの回答 

15時50分～16時10分 道小・道中への質疑応答並びに要望 

16時10分～16時15分 閉会式 

７ 開会式 

（１）主催者挨拶  石狩管内小中学校長会   会長     佐藤 直己  

（２）講師団挨拶  北海道小学校長会     会計理事  田邊 芳明 氏 

（３）講師紹介   石狩管内小中学校長会   経営部   内海  洋  

 

８ 全国・全道情勢報告（抜粋） 

              北海道小学校長会     会計理事  田邊 芳明 氏 

 

（１）小・中学校1人１台端末の更新について 

 ・文科省６年度予算概算要求案では、端末更新に１４８億円を要望しているが、盛山文科相は「大変厳

しい」という現実的な対応を予測している。 

 ・一斉更新に向けては、道内各地区から予算措置を求める声が上がり、道小・道中として全連小・全日

中に働きかけてきたが、段階的に更新するなど市町村教委と相談しながら進めていく必要がある。 

 

（２）特別な支援が必要な子どもの増加について 

 ・インクルーシブ教育の先進国フィンランドでは、深刻な教員の人手不足に直面している。 

・デジタル教材の使い過ぎで子どもたちの集中力や忍耐力が低下し、特別な支援が必要な子が増加した

ことが背景にあると考えられ、わが国でもデジタルとアナログの融合が今後の課題である。 

 

（３）学校の熱中症対策について 

 ・札幌市では、現在、移動式ではなく固定式エアコンを令和７年度から３か年で普通教室に設置してい

く計画を立てている。長期的・短期的視点に立ち、夏休みの延長やエアコンの設置などソフト・ハー

ドの両面から熱中症対策を講じていく必要がある。 

 

９ 道小・道中からの回答 

               北海道小学校長会     幹事  工藤 雅人 氏 

北海道中学校長会     幹事  北村  剛 氏 

（１）学校経営(教員の人材確保)について 

【回答（抜粋）】 

文科省では、学校子ども応援サポーター人材バンクの活用など、多様な入職スケジュールを検

討している。道教委では、民間の就職情報誌や YouTube などの活用により人員確保に努めるとと

もに、受検機会の拡大などに取り組んでいる。引き続き、働き方改革の推進と教職の魅力の発信

などに取り組み、持続可能な教育の進展に力を尽くす必要がある。 

令和５年度 石狩地区教育経営研究会 



（２）研究の充実（教員等の資質能力の向上）について 

 

（３）教育改革（部活動の地域移行）について 

 

10 道小・道中への質疑応答並びに要望 

 

11 開会式 

（１）主催者挨拶   

石狩管内小中学校長会 

      副会長  吉田 光岐 

【回答（抜粋）】 

日頃から教員とそれぞれの立場を尊重し合う信頼関係を構築し、新たな研修制度の受講奨励に

おいては、①教員の主体性の尊重②学校で期待される役割や学びを深める分野等について教員と

共に考える姿勢③対話の中で資質向上への願いや考えを聞き出すことの重視の３点に留意し、教

員一人一人の研修が充実するよう働きかけていく必要がある。 

（１）働き方改革にかかわる現在の課題や、校長として今後進めていくべきことを教えていただきたい。 

（２）道小・道中として特に課題意識を強くもち、今後の学校現場の状況の改善に期待感をもって注視し

ている国や道の施策について教えていただきたい。 

【回答（抜粋）】 

（１）アクションプランで目標としている時間外在校等時間を超える教員がいまだに多いことから、

一層の改善が必要である。アクションプランで重視されている３つの視点の取組を引き続き進

め、Roadのチェックリストを活用しながら課題はどこにあるかを適宜ふり返る必要がある。 

（２）働き方改革と人材育成・人材確保の２点である。特に人材確保について、道教委では採用試験を

前倒しにし、大学３年生でも受験できるよう方針を示すなど、道小・道中から意見を出したこと

で動き出している。今後も、道小・道中が道教委とも足並みをそろえて動いていきたい。 

【回答（抜粋）】 

今年度の道教育予算を見ると、中学校における休日の部活動の移行に向け、地域におけるスポ

ーツ・文化団体等との整備、指導者確保等の取組を支援するため、新たに部活動の地域移行支援

として１億３５６８万円が提案されており、今後の動きに注目していただきたい。地域格差につ

いて、道教委としては、希望する教員の兼職兼業の規定や運用改善、地域クラブ等での指導を希

望する教員の人材確保の整備と登録した教員の名簿を市町村へ提供することも予定しているが、

この点についても、伊達市の取組は貴重なものになると注目しているところである。 


